
区　分 決　算　額 構成比

市民税
個人 29億1080万円 32.7％

法人 6億8494万円 7.7％

固定資産税 40億272万円 45.0％

軽自動車税 2億5590万円 2.9％

市たばこ税 4億6446万円 5.2％

入湯税 3406万円 0.4％

都市計画税 5億4540万円 6.1％

合　計 88億9828万円 100％

　

市
で
は
、
自
主
財
源
で
あ
る
市
民
税
や
固

定
資
産
税
な
ど
の
市
税
の
ほ
か
、
国
か
ら
の

地
方
交
付
税
や
市
債
な
ど
の
依
存
財
源
を
基

に
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

市
税
は
88
億
９
８
２
８
万
円
で
、
前
年
度

に
比
べ
て
２
億
２
２
７
３
万
円
増
加
し
ま
し

た
。
個
人
市
民
税
や
法
人
市
民
税
、
固
定
資

産
税
の
増
加
な
ど
が
主
な
要
因
で
す
。

　

依
存
財
源
で
最
も
多
い
地
方
交
付
税
は
、

前
年
度
に
比
べ
て
４
億
２
８
８
７
万
円
増
加

し
、
50
億
９
７
３
１
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
や
住
民

税
非
課
税
世
帯
な
ど
に
対
す
る
緊
急
支
援
事

業
費
補
助
金
な
ど
の
減
少
に
よ
り
、
前
年
度

に
比
べ
て
７
億
６
６
３
９
万
円
減
少
し
、
50

億
２
６
６
６
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
の
借
金
で
あ
る
市
債
は
、
市
有
施
設
の

大
規
模
改
修
な
ど
に
取
り
組
ん
だ
た
め
、
前

年
度
に
比
べ
て
５
４
０
０
万
円
増
加
し
、
15

億
４
８
４
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
を
含
む
寄
附
金
は
、

前
年
度
に
比
べ
て
８
７
４
３
万
円
増
加
し
、

37
億
６
１
５
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
全
体
と
し
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
て

２
億
84
万
円
増
加
し
、
３
２
８
億
６
３
４
７

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

財
政
状
況
が
厳
し
さ
を
増
す
中
、
事
業
の

必
要
性
や
緊
急
性
な
ど
を
勘
案
し
な
が
ら
、

重
要
な
事
業
に
重
点
的
に
予
算
を
配
分
し
、

事
業
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
歳
出
で
最
も
多
い
の
は
民
生

　９月の市議会定例会で、令和５年度の決算が認定されました。皆さんから納めていただいた税金
や国・県からの交付金・補助金などが、どのように使われたのかをお知らせします。

歳
　
入

歳
　
出

令和５年度　天童市

決算を報告します

市税の内訳

一般会計
歳　　入
328億6347万円
（2億84万円増）

一般会計
歳　　入
328億6347万円
（2億84万円増）

地方譲与税
　2億1583万円
　（0.7％）
　（218万円増）

その他
　2億9935万円
　（0.9％）
　（1299万円増）

その他（寄附金を含む）
　78億301万円
　（23.7％）
　（3億950万円増）

市税
　88億9828万円
　（27.1％）
　（2億2273万円増）

地方消費税交付金
　15億9612万円
　（4.9％）
　（1144万円減）

県支出金
　23億7851万円
　（7.2％）
　（5160万円減）

市債
　15億4840万円
　（4.7％）
　（5400万円増）

地方交付税
　50億9731万円
　（15.5％）
　（4億2887万円増）

国庫支出金
　50億2666万円
　（15.3％）
　（7億6639万円減）

自
主
財

50.8
％

源

依
存
財

49.2
％

源

歳 入 一
般
会
計
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科目 主な事業

民生費

住民税非課税世帯等重点支援給付金
（追加）給付事業 4億1713万円
障がい者自立支援給付事業
 8億5623万円

障がい者医療給付事業 1億5643万円

子育て支援医療給付事業（18歳までの
医療費完全無料化） 3億9004万円
総合福祉センター管理運営事業
 1億8355万円
市民保養施設管理運営事業
 2億1854万円
入学応援金エール天（10）支給事業
 1億1350万円

総務費

ふるさと納税推進事業 18億5682万円

シティプロモーション推進事業
 7015万円
市民文化会館管理運営事業
 2億5298万円

教育費

小学校管理事業 7億1286万円

私立幼稚園支援事業 3億699万円

スポーツセンター管理運営事業
 2億1063万円
学校給食センター管理運営事業
 6億2216万円

土木費

道路管理事業 5億1476万円

高速道路施設整備事業 1億9066万円

公園管理事業 2億1843万円

商工費

プレミアム付商品券事業
 4億897万円
健康増進施設管理運営事業
 1億4305万円
天童高原施設管理運営事業
 1億2070万円

衛生費

母子保健事業 1億610万円

新型コロナウイルス感染症対策事業
（ワクチン接種） 1億9722万円
ごみ・し尿収集処理事業
 4億7139万円

消防費
消防庁舎管理事業 1億3396万円

消防団活動事業 9825万円

農林水
産業費

果樹振興事業 7082万円

農用地整備事業 1億5011万円

費
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
４
億
９
８
３
万
円

増
加
し
、
１
１
１
億
８
９
２
０
万
円
と
な
り

ま
し
た
。
物
価
高
対
策
と
し
て
実
施
し
た
住

民
税
非
課
税
世
帯
等
重
点
支
援
給
付
金
、
市

民
保
養
施
設
の
源
泉
の
権
利
購
入
費
や
工
事

費
な
ど
の
経
費
が
増
加
し
ま
し
た
。

　

総
務
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
２
億
４
４

０
１
万
円
増
加
し
、
51
億
５
１
９
９
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
の
増

加
に
伴
う
返
礼
や
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る

経
費
な
ど
の
増
加
が
主
な
要
因
で
す
。

　

教
育
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
６
７
７
７

万
円
増
加
し
、
36
億
８
０
６
８
万
円
と
な
り

ま
し
た
。
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
炊
飯
施
設

整
備
事
業
な
ど
に
係
る
経
費
が
増
加
し
た
こ

と
が
主
な
要
因
で
す
。

　

土
木
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
３
億
１
２

７
２
万
円
減
少
し
、
22
億
７
０
６
３
万
円
と

な
り
ま
し
た
。（
仮
称
）
天
童
南
ス
マ
ー
ト

イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
整
備
事
業
や
除
排
雪
業

務
に
係
る
経
費
が
減
少
し
た
こ
と
が
主
な
要

因
で
す
。

　

商
工
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
２
億
２
２

３
４
万
円
減
少
し
、
21
億
８
９
６
４
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
経
済
対
策
で
あ
る
プ
レ
ミ
ア

ム
付
商
品
券
事
業
に
係
る
経
費
が
増
加
し
ま

し
た
が
、
原
油
高
騰
対
策
に
係
る
事
業
や
産

業
立
地
促
進
資
金
貸
付
金
な
ど
の
経
費
が
減

少
し
、
全
体
事
業
費
が
減
少
し
ま
し
た
。

　

衛
生
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
１
億
４
３

２
０
万
円
減
少
し
、
18
億
１
８
４
７
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク

チ
ン
接
種
に
係
る
経
費
が
減
少
し
た
こ
と
が

主
な
要
因
で
す
。

　

歳
出
全
体
と
し
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
て

７
６
８
８
万
円
減
少
し
、
３
０
３
億
５
２
５

９
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、
令
和
５
年

度
の
主
な
事
業
は
上
記
の
と
お
り
で
す
。

歳入　328億6347万円
歳出　303億5259万円

民生費
　111億8920万円
　（36.9％）
　（4億983万円増）

消防費
　8億4317万円
　（2.8％）
　（363万円減）

議会費
　2億4742万円
　（0.8％）
　（536万円増）
労働費
　3332万円
　（0.1％）
　（144万円増）

総務費
　51億5199万円
　（17.0％）
　（2億4401万円増）

教育費
　36億8068万円
　（12.1％）
　（6777万円増）

土木費
　22億7063万円
　（7.5％）
　（3億1272万円減）

公債費
　21億4180万円
　（7.0％）
　（1億7741万円減）

衛生費
　18億1847万円
　（6.0％）
　（1億4320万円減）

商工費
　21億8964万円
　（7.2％）
　（2億2234万円減）

農林水産業費
　7億8627万円
　（2.6％）
　（5401万円増） 歳 出

一般会計
歳　　出
303億5259万円
（7688万円減）

一般会計
歳　　出
303億5259万円
（7688万円減）

令和５年度一般会計の歳入と歳出
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組
合
の
負
担
金
な
ど
の
経
常
的
経
費
が
増
加

し
ま
し
た
が
、
地
方
交
付
税
や
市
税
な
ど
の

経
常
的
収
入
が
経
常
的
経
費
よ
り
も
増
加
率

が
大
き
か
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り

数
値
が
や
や
低
く
な
り
ま
し
た
（
Ｃ
）。

　

市
債
に
関
す
る
指
標
で
あ
る
実
質
公
債
費

比
率
は
償
還
金
の
減
少
に
よ
り
や
や
低
く
な

り
、
将
来
負
担
比
率
は
昨
年
に
引
き
続
き
算

定
さ
れ
ず
、
健
全
財
政
を
堅
持
す
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
。
ま
た
、
実
質
赤
字
比
率
、
連

結
実
質
赤
字
比
率
お
よ
び
資
金
不
足
比
率
に

つ
い
て
も
算
定
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
こ
れ

は
、一
般
会
計
、企
業
会
計
な
ど
が
共
に
黒
字

で
あ
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
ま
す
（
Ｄ
）。

特
別
会
計

　

特
定
の
事
業
を
実
施
す
る
た
め
の
７
つ
の

特
別
会
計
は
、
全
て
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す

（
Ａ
）。
主
な
も
の
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
は
、
歳
入
の
う

ち
保
険
税
が
11
億
４
３
０
０
万
円
で
前
年
度

に
比
べ
て
０
・
４
％
増
加
し
ま
し
た
。
歳
出

で
は
、
保
険
給
付
費
が
42
億
４
５
４
０
万
円

で
０
・
２
％
増
加
し
ま
し
た
。

　

介
護
保
険
特
別
会
計
は
、
歳
入
の
う
ち
保

険
料
が
13
億
５
４
６
９
万
円
で
前
年
度
に
比

べ
て
０
・
８
％
増
加
し
ま
し
た
。
歳
出
で
は
、

保
険
給
付
費
が
50
億
１
８
８
８
万
円
で
前
年

度
に
比
べ
て
１
・
０
％
増
加
し
ま
し
た
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
は
、
歳
入
の

う
ち
保
険
料
が
６
億
２
６
０
３
万
円
で
前
年

度
に
比
べ
て
３
・
７
％
増
加
し
ま
し
た
。
歳

出
で
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
へ
の

納
付
金
が
７
億
７
５
３
８
万
円
で
前
年
度
に

比
べ
て
３
・
６
％
増
加
し
ま
し
た
。

　

工
業
団
地
整
備
事
業
特
別
会
計
で
は
、
新

工
業
団
地
の
用
地
測
量
業
務
や
物
件
調
査
算

定
業
務
、
基
本
設
計
業
務
な
ど
を
行
い
ま
し

た
。

市
債
残
高
合
計
は
減
少

　

全
て
の
会
計
に
お
い
て
、
市
債
が
前
年
度

よ
り
減
少
し
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
市
債
残

高
の
合
計
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
14
億
９
５

８
６
万
円
減
少
し
、
３
４
１
億
７
４
０
０
万

円
と
な
り
ま
し
た
（
Ｂ
）。

健
全
な
財
政
運
営
を
堅
持

　

財
政
の
力
強
さ
を
示
す
財
政
力
指
数
は
、

教
育
や
高
齢
者
福
祉
な
ど
の
事
業
に
係
る
需

要
額
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
と

比
較
す
る
と
や
や
下
が
り
ま
し
た
。
ま
た
、

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率

は
、
児
童
福
祉
や
障
が
い
者
福
祉
に
係
る
扶

助
費
や
東
根
市
外
二
市
一
町
共
立
衛
生
処
理

区分

会計

令和５年度
歳入
Ａ

歳出
Ｂ

差引き
Ａ－Ｂ

一般会計 328億6347万円 303億5259万円 25億1088万円
特別会計 135億4829万円 129億3159万円 6億1670万円

国民健康保険 61億6644万円 59億7485万円 1億9159万円
用地買収 197万円 0円 197万円
財産区 112万円 51万円 61万円
介護保険 62億5405万円 58億6884万円 3億8521万円
市民墓地 567万円 241万円 326万円
後期高齢者医療 8億6397万円 8億3671万円 2726万円
工業団地整備事業 2億5507万円 2億4827万円 680万円

合計 464億1176万円 432億8418万円 31億2758万円

　 令和
４年度

令和
５年度

早期に健全化の　
対策が必要な基準

実質赤字比率 ― ― 12.86%

連結実質赤字比率 ― ― 17.86%

実質公債費比率 4.8% 4.7% 25.0%

将来負担比率 ― ― 350.0%

Ａ　各会計決算総括表

Ｂ　各会計の市債残高の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450
（億円）

（年度）R２ R３R１ R４ R５

222

115

19
25

23
412412 404404

220

108

023

23
374374

212

101

022

22
357357

224

120

19
26

23

工業団地

水道

一般会計

下水道

病院

207

94

020

20
341341

Ｃ　財政指数

Ｄ　健全化判断比率

　 令和４年度 令和５年度

財政力指数
※ 数値が大きいほど財政は
力強い。１を超えると普
通交付税の不交付団体。

0.675 0.656

経常収支比率
※ 数値が低いほど財政構造
の弾力性は高い。

88.7% 88.2%
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ま
た
、
資
本
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比

べ
て
、
企
業
債
の
借
り
入
れ
が
減
少
し
た
こ

と
に
よ
り
資
本
的
収
入
が
減
少
し
、
建
設
改

良
費
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
資
本
的
支
出

も
減
少
し
ま
し
た
。

市
勢
発
展
に
向
け

ま
ち
づ
く
り
を
推
進

　

こ
の
よ
う
に
、
令
和
５
年
度
の
一
般
会
計

や
特
別
会
計
で
は
、
黒
字
の
決
算
に
な
る
と

と
も
に
、
企
業
会
計
に
つ
い
て
も
資
金
不
足

が
生
じ
な
い
な
ど
、
健
全
財
政
の
堅
持
に
努

め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
庫
支
出
金
な
ど
を
活
用
し
物
価

高
騰
へ
の
対
策
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
第

七
次
天
童
市
総
合
計
画
に
掲
げ
る
ま
ち
づ
く

り
の
目
標
に
向
け
、
各
種
施
策
の
推
進
を
図

り
ま
し
た
。

　

今
後
も
、
物
価
高
騰
や
人
件
費
の
上
昇
、

社
会
保
障
関
係
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
厳

し
い
財
政
状
況
に
な
る
も
の
と
予
想
さ
れ
ま

す
が
、
重
点
施
策
の
推
進
、
効
率
的
か
つ
効

果
的
な
財
政
運
営
に
努
め
な
が
ら
、
市
勢
発

展
と
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で

い
き
ま
す
。

▼
問
合
せ

　

◦
市
財
政
課

　
　
　
　
（
☎
654
局
１
１
１
１
内
線
342
）

　

◦
市
上
下
水
道
課

　
　
　
　
（
☎
654
局
１
１
１
１
内
線
442
）

　

◦
天
童
市
民
病
院

　
　
　
　
（
☎
654
局
２
５
１
１
）

企
業
会
計

水
道
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
、

給
水
使
用
料
の
増
加
な
ど
に
よ
り
事
業
収
益

が
増
加
し
、
減
価
償
却
費
の
増
加
な
ど
に
よ

り
事
業
費
用
も
増
加
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
資
本
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比

べ
て
、
加
入
金
の
減
少
な
ど
に
よ
り
収
入
が

減
少
し
、
建
設
改
良
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り

支
出
が
増
加
し
ま
し
た
。

公
共
下
水
道
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
、

営
業
収
益
が
増
加
し
、
流
域
下
水
道
維
持
管

理
負
担
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り
事
業
費
用
も

増
加
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
資
本
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比

べ
て
、
受
益
者
負
担
金
の
減
少
な
ど
に
よ
り

収
入
が
減
少
し
、
建
設
改
良
費
の
減
少
な
ど

に
よ
り
資
本
的
支
出
も
減
少
し
ま
し
た
。

※ 

水
道
事
業
会
計
・
公
共
下
水
道
事
業
会
計

の
収
支
不
足
は
、
収
益
的
収
支
の
減
価
償

却
費
な
ど
の
留
保
資
金
で
補ほ

填て
ん

し
て
い
ま

す
。

天
童
市
民
病
院
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
、

事
業
収
益
が
減
少
し
、
市
民
病
院
の
全
職
員

の
退
職
給
付
引
当
金
を
特
別
損
失
と
し
て
一

括
計
上
し
た
た
め
、
事
業
費
用
は
増
加
し
ま

し
た
。

令和５年度
資本的収入 1789万円
加入金 1225万円
負担金 509万円
固定資産売却代金 0円
補助金 55万円

資本的支出 12億4456万円
建設改良費 10億9013万円
固定資産取得費 296万円
企業債償還金 1億5147万円

差引き ▲12億2667万円

水道事業資本的収入・支出 水道事業収益的収入・支出

令和５年度

水道事業収益 16億8017万円

営業収益 14億8417万円

営業外収益 1億9600万円

特別収益 0円

水道事業費用 13億4351万円

営業費用 13億1096万円

営業外費用 3251万円

特別損失 4万円

差引き 3億3666万円

令和５年度
資本的収入 5億2089万円
企業債 2億5880万円
他会計出資金 2億1333万円
国庫補助金 4480万円
負担金 396万円

資本的支出 12億1159万円
建設改良費 2億6243万円
企業債償還金 9億4916万円

差引き ▲6億9070万円

公共下水道事業資本的収入・支出 公共下水道事業収益的収入・支出

令和５年度

下水道事業収益 16億8726万円

営業収益 11億9379万円

営業外収益 4億9347万円

下水道事業費用 16億2818万円

営業費用 13億9973万円

営業外費用 1億9632万円

特別損失 3213万円

差引き 5908万円

令和５年度

資本的収入 2億2277万円

一般会計負担金 1億8737万円

企業債 3540万円

資本的支出 2億2284万円

建設改良費 4760万円

企業債償還金 1億7524万円

差引き ▲7万円

病院事業資本的収入・支出 病院事業収益的収入・支出

令和５年度

病院事業収益 18億109万円

医業収益 14億8428万円

医業外収益 3億1681万円

病院事業費用 19億8118万円

医業費用 15億6884万円

医業外費用 5234万円

特別損失 3億6000万円

差引き ▲1億8009万円

※上記収支額は全て税込み。

05　 このまちが、もっと好きになる。  2024.11.1


